
独立行政法人交通安全環境研究所の役職員の報酬・給与等について

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

　① 平成２１年度における役員報酬についての業績反映のさせ方

　② 役員報酬基準の改定内容

法人の長

理事

理事（非常勤）

役員報酬は、国家公務員の給与の水準を考慮するとともに、独立行政法人評価委員会に

おける業績評価の結果を勘案することとしている。 

また、役員報酬のうち、６月１日と１２月１日に在職する役員に支給される特別手当（勤勉手

当）について、理事長が必要と認める時は、役員の職務実績に応じ増額又は減額すること

としている。 

平成２１年６月１日改正 

・特別手当の支給割合の変更（1.6月分→1.45月分 0.15月分の減） 

平成２１年１２月１日改正 

・俸給の額の変更(旧）922,000円→(新）919,000円 

・特別手当を期末手当及び勤勉手当に変更し、支給割合を変更（1.75月分→1.65月分 0.1月分の減） 

平成２１年６月１日改正 

・特別手当の支給割合の変更（1.6月分→1.45月分 0.15月分の減） 

平成２１年１２月１日改正 

・俸給の額の変更(旧）784,000円→(新）782,000円 

・特別手当を期末手当及び勤勉手当に変更し、支給割合を変更（1.75月分→1.65月分 0.1月分の減） 

該当者なし 

 

該当者なし監事

監事（非常勤）

役員報酬は、国家公務員の給与の水準を考慮するとともに、独立行政法人評価委員会に

おける業績評価の結果を勘案することとしている。 

また、役員報酬のうち、６月１日と１２月１日に在職する役員に支給される特別手当（勤勉手

当）について、理事長が必要と認める時は、役員の職務実績に応じ増額又は減額すること

としている。 

平成２１年６月１日改正 

・特別手当の支給割合の変更（1.6月分→1.45月分 0.15月分の減） 

平成２１年１２月１日改正 

・俸給の額の変更(旧）922,000円→(新）919,000円 

・特別手当を期末手当及び勤勉手当に変更し、支給割合を変更（1.75月分→1.65月分 0.1月分の減） 

平成２１年６月１日改正 

・特別手当の支給割合の変更（1.6月分→1.45月分 0.15月分の減） 

平成２１年１２月１日改正 

・俸給の額の変更(旧）784,000円→(新）782,000円 

・特別手当を期末手当及び勤勉手当に変更し、支給割合を変更（1.75月分→1.65月分 0.1月分の減） 

該当者なし 

 

該当者なし 

平成２１年１２月１日改正 

・俸給の額の変更(旧）248,000円→(新）247,000円 



２　役員の報酬等の支給状況

平成2１年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

16,901 11,052 4,523 1,326 (特別調整手当)

千円 千円 千円 千円

14,576 9,400 3,847
1,128

201
（特別調整手当）
（通勤手当）

※
千円 千円 千円 千円

2,972 2,972 0 0 （　　　　）
＊

千円 千円 千円 千円

2,972 2,972 0 0 （　　　　）

注１：「特別調整手当」とは、民間における賃金、物価及び生計費が特に高い地域に在勤する常勤の役員
　　　に支給される手当である。
注２：「前職」欄には、役員の前職の種類別に以下の記号を付している。

３　役員の退職手当の支給状況（平成2１年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

前職
就任・退任の状況

役名
その他（内容）

法人での在職期間

法人の長

摘　　要

理事

監事Ａ
（非常勤）

　　　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後独立行
   　政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄。

監事Ｂ
（非常勤）

法人の長

理事
（常勤） 該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

注１：「摘要」欄には、独立行政法人評価委員会による業績の評価等、退職手当支給額の決定に至った

注２：「前職」欄には、退職者の役員時の前職の種類別に以下の記号を付している。

　　　独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄。
　　　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後

（常勤）

      事由を記入している。

監事B
（非常勤）

監事A
（非常勤）



Ⅱ 職員給与について
１　職員給与についての基本方針に関する事項

　② 職員給与決定の基本方針
　ア 給与水準の決定に際しての考慮事項とその考え方

　イ 職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方

〔能率、勤務成績が反映される給与の内容〕

　　　 俸給

　 　実績手当

　ウ 平成２１年度における給与制度の主な改正点

一定期間の職員の勤務成績に応じて、勤勉手当の支給割合を加減。
賞与：勤勉手当

（査定分）

　① 人件費管理の基本方針

給与種目 制度の内容
勤務成績に基づき昇給区分を決定。

研究職員について、前年度の業務実績評価結果に基づき、実績手当として支給。

中期目標において、管理・間接業務の外部委託・電子化等の措置により、業務処理の効

率化を図ることとしており、これに基づき人件費の総額の抑制・管理に努めていくこととし

ている。 

職員の給与の支給基準は、独立行政法人通則法第６３条第３項の規程に基づき、当法人

業務の実績を考慮し、かつ、社会一般の情勢に適合したものとなるように決定することとし

ている。 

・職員の勤務成績に応じて、昇給区分や勤勉手当の支給割合に反映することとしている。 

平成２１年６月１日 

中期目標において、管理・間接業務の外部委託・電子化等の措置により、業務処理の効

率化を図ることとしており、これに基づき人件費の総額の抑制・管理に努めていくこととし

ている。 

職員の給与の支給基準は、独立行政法人通則法第６３条第３項の規程に基づき、当法人

業務の実績を考慮し、かつ、社会一般の情勢に適合したものとなるように決定することとし

ている。 

・職員の勤務成績に応じて、昇給区分や勤勉手当の支給割合に反映することとしている。 

平成２１年６月１日 

・期末手当及び勤勉手当の支給割合の変更（2.15月分→1.95月分 0.2月分の減） 

平成２１年１２月１日 

・俸給の額の変更（１級から３級の一部を除き、平均0.2％減） 

・期末手当及び勤勉手当の支給割合の変更（2.35月分→2.2月分 0.15月分の減） 

・自宅に係る住居手当（新築・購入後５年に限り月額2,500円）の廃止 



２　職員給与の支給状況

　①　職種別支給状況

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

71 42.6 7,360 5,531 208 1,829
人 歳 千円 千円 千円 千円

41 38.8 6,062 4,564 238 1,498
人 歳 千円 千円 千円 千円

30 47.8 9,133 6,851 166 2,282

人 歳 千円 千円 千円 千円

28 47.1 4,421 3,907 245 514
人 歳 千円 千円 千円 千円

25 47.1 4,411 3,900 259 511
人 歳 千円 千円 千円 千円

3 46.5 4,502 3,964 132 538

注1：常勤職員については、在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。
注2：在外職員、任期付職員、再任用職員については、該当者がいないため、表示を省略している。
注3：常勤職員及び非常勤職員の事務・技術、研究職種以外の職種については、該当者がいないため省略。

事務・技術

研究職種

非常勤職員

事務・技術

総額

研究職種

区分

常勤職員

うち所定内人員 うち賞与平均年齢
平成2１年度の年間給与額（平均）



②  年間給与の支給状況（事務・技術職員／研究職員）

注1）①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、⑤まで同じ。
注2）年齢20-23・24-27歳は2名以下のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれ
のあることから、「平均給与額」以下の事項については表示していない。
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（事務・技術職員）

四分位 四分位

第１分位 第３分位
人 歳 千円 千円 千円

本部部長 1 - -　　 -　　 -　　
本部課長 1 - -　　 -　　 -　　
本部課長補佐 1 - -　　 -　　 -　　
本部係長 2 - -　　 -　　 -　　
本部係員 2 - -　　 -　　 -　　
先任自動車審査官 5 55.9 9,088 9,266 9,513
自動車審査官 27 36.6 4,739 5,228 5,926
自動車審査官補 2 - -　　 -　　 -　　

注1）本部部長・本部課長・本部課長補佐の該当者は1名のため、当該個人に関する情報が
特定されるおそれのあることから、「平均年齢」以下の事項については記載していない。
注2）本部係長・本部係員の該当者は2名のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれ
のあることから、「平均年齢」以下の事項については記載していない。
注3）自動車審査官補の該当者は2名のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれ
のあることから、「平均年齢」以下の事項については記載していない。

（研究職員）

四分位 四分位

第１分位 第３分位
人 歳 千円 千円 千円

主幹研究員 2 -　　 -　　 -　　 -　　
上席研究員 7 56.5 10,481 11,304 12,296
主任研究員 17 46.0 7,812 8,302 9,159
研究員 4 36.3 -　　 6,357 -　　

注1）主幹研究員の該当者は2名のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれの
あることから、「平均年齢」以下の事項については記載していない。
注2）研究員の該当者が4名以下のため、「第1・第3四分位」は記載しない。

平均年齢人員

分布状況を示すグループ 人員

分布状況を示すグループ

平均

平均

平均年齢



③  職級別在職状況等（平成22年4月１日現在）（事務・技術職員／研究職員）

（事務・技術職員）

区分 計 事務1級 事務2級 事務3級 事務4級 事務5級 事務6級 事務7級 事務8級 事務9級

標準的 係員相当 係員相当 係長相当 係長相当 係長相当 課長補佐相当 課長相当 部長相当 部長相当
な職位

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

41 3 1 29 1 1 4 1 1 該当なし
（割合） （7.3%) （2.4%) （70.7%) （2.4%) （2.4%) （9.8%) （2.4%) （2.4%) （0%)

歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳

27 44 57
～ ～ ～
23 31 54

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

2,530 4,835 7,204
～ ～ ～

2,183 2,779 6,788
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

3,406 6,572 9,615
～ ～ ～

2,922 3,747 9,088
注）2･4･5・7･8級の該当者は2名以下のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、
「年齢（最高～最低）」以下の事項については記載していない。

（研究職員）

区分 計 研究1級 研究2級 研究3級 研究4級 研究5級

標準的
な職位

人 人 人 人 人 人

30 該当なし 2 6 10 12
（割合） （0%) （6.7%) （20.0%) （33.3%) （40.0%)

歳 歳 歳 歳 歳

45 55 58
～ ～ ～
35 41 45

千円 千円 千円 千円 千円

5,862 7,069 9,467所定内給
与年額(最

年齢（最高
～最低）

上席研究員

人員

研究員 主任研究員 主席研究員

年齢（最高
～最低）

年間給与
額(最高～

最低)

人員

所定内給
与年額(最
高～最低)

研究員

5,862 7,069 9,467
～ ～ ～

5,099 5,778 6,918
千円 千円 千円 千円 千円

7,693 9,169 12,929
～ ～ ～

6,816 7,812 9,251
注）2級の該当者は2名のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、
「年齢（最高～最低）」以下の事項については記載していない。

与年額(最
高～最低)

年間給与
額(最高～

最低)



④ 賞与（平成21年度）における査定部分の比率（事務・技術職員／研究職員）

（事務・技術職員）
夏季（6月） 冬季（12月） 計

％ ％ ％

58.1 58 58

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 41.9 42.0 42.0

％ ％ ％

         最高～最低 42.2～41.8 42.3～41.8 42.2～41.8

％ ％ ％

64.8 68.4 66.7

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 35.2 31.6 33.3

％ ％ ％

         最高～最低 38.7～32.8 34.8～20.5 34.9～27.3

（研究職員）
夏季（6月） 冬季（12月） 計

％ ％ ％

57.0 56.2 56.6

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 43.0 43.8 43.4

％ ％ ％

         最高～最低 45.7～40.3 45.8～41.7 45.8～41.0

％ ％ ％

65.8 69.6 67.8

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 34.2 30.4 32.2

％ ％ ％

         最高～最低 35.5～33.1 31.2～29.3 33.0～31.0

⑤ 職員と国家公務員及び他の独立行政法人との給与水準（年額）の比較指標（事務・技術職員／研究職員）

一律支給分（期末相当）

管理
職員

一律支給分（期末相当）

区分

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一般
職員

一律支給分（期末相当）

（事務・技術職員）
対国家公務員（行政職（一）） 102.3
対他法人 95.7

（研究職員）
対国家公務員（研究職） 96.1
対他法人 96.0

すべての独立行政法人を一つの法人とみなした場合の給与水準）に置き換えた場合の給与水準を１００

　　として、法人が現に支給している給与費から算出される指数をいい、人事院において算出

注：　当法人の年齢別人員構成をウエイトに用い、当法人の給与を国の給与水準（「対他法人」においては、



給与水準の比較指標について参考となる事項

○事務・技術職員

地域勘案　　　　　　 １０３．４

参考 学歴勘案　　　　　　 １０３．２

地域・学歴勘案　　　１０４．０

　給与水準の適切性の
　検証

【累積欠損額について】
該当なし

支出総額に占める給与、報酬等支給総額の割合３０．６％
（支出総額２ ５９８百万円 給与・報酬等支給総額 ７９４百万円：平成２１支出総額に占める給与

　国に比べて給与水準が
　高くなっている定量的な
　理由

項目

指数の状況

【国からの財政支出について】
支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　６９．７％
（国からの財政支出額　２，１２０百万円、支出予算の総額　３，０４１百万円：
平成2１年度予算）

【検証結果】
俸給・諸手当等給与水準は、国家公務員の給与と同じであり、適正なもの
である。

事務・技術職が国の水準を上回っている要因としては、次の点に起因す
る。
・年齢階層２０～２３歳の対象職員は１名のみで、年齢階層内の最上位年齢
２３歳である。
・年齢階層２８～３１歳（対象者４名）の平均年齢が、３０．３歳と高年齢側で
ある。
・年齢階層５２～５５歳（対象者３名）及び５６～５９歳（対象者３名）は、全て
管理職員である。
・地域手当の異動保障、扶養手当、住居手当及び単身赴任手当の支給の
対象となる職員の割合が影響している可能性がある。

以上の点について、調査対象の職員数が少ないことからそれぞれの状況が
全体の対国家公務員指数に大きく影響しているものである。俸給、諸手当
等給与水準は国家公務員の給与水準と同様であり、指数が国の水準を上
回っている点については、調査対象職員数が少ないことに起因する指数の
変動の範囲内としてやむを得ないものと考える。

対国家公務員　　１０２．３

内容

○研究職員

地域勘案　　　　　　 ９７．９

参考 学歴勘案　　　　　　 ９７．２

地域・学歴勘案　　　９８．９

指数の状況

対国家公務員　　９６．１

講ずる措置

平成２１年度対国家公務員指数対象の事務・技術職員数に占める、管理職
手当受給者の割合　１７．１％

平成２２年度に見込まれる対国家公務員指数
　　年齢勘案　１００．３
　　年齢・地域・学歴勘案　１００．０
俸給・諸手当等給与水準は、国家公務員の給与と同じであり、引き続き、適
正な給与水準の維持に努めていく。

項目

（支出総額２，５９８百万円、給与・報酬等支給総額　７９４百万円：平成２１
年度決算）

内容

平成２１年度対国家公務員指数対象の事務・技術職員数に占める、大学卒
業者の割合　４８．８％

大学卒以上の高学歴者
の割合

支出総額に占める給与、
報酬等支給総額の割合

管理職手当受給者の割
合



Ⅲ　総人件費について

当年度
（平成21年度）

前年度
（平成20年度）

千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(A)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ｂ)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ｃ)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(D)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

総人件費について参考となる事項

基準年度
（平成17
年度）

平成18
年度

平成19
年度

平成20
年度

平成21
年度

819 577 809 785 806 975 796 277 747 939

(4.4%)

51,395

(△16.4%) 12,587

92,029 114,033

中期目標期間開始時（平
成18年度）からの増△減

135,973

比較増△減

・行革推進法、「行政改革の重要方針」（H17.12.24閣議決定）による人件費削減の取組の状況
①中期目標に示された人件費削減の取組に関する事項
　「行政改革の重要方針」を踏まえ、平成２２年度までにおいて、国家公務員に準じた人件費削減を行う
こととし、役職員の給与に関しても国家公務員の給与構造改革を踏まえた給与体系の見直しを推進す
る。
②中期計画において設定した削減目標、国家公務員の給与構造改革を踏まえた見直しの方針
　「行政改革の重要方針」を踏まえ、中期目標の最終事業年度において、平成１７年度の人件費に比べ
５％以上の削減を行うとともに、国家公務員の給与構造改革を踏まえた給与体系の見直しを進める。

最広義人件費

△ 28,812838,519 (△3.5%)△ 44,109 (△5.3%)

27,124 (24.9%)

(55.8%)

非常勤役職員等給与

給与、報酬等支給総額
794,410

143,424

301,734

      (3.8%)

360,995

退職手当支給額

福利厚生費
130,998

(388.0%)

△ 59,261

区　　分

・「最広義人件費」は、対前年度比3.3％減。主な要因としては、派遣職員の受け入れ減少があげられる。

年　　　度

△ 47,000

総人件費改革の取組状況

1,422,541

給与、報酬等支給総額

・「給与、報酬等支給総額」は対前年度比5.3％減。主な要因としては、一時的な人員の減少、給与改定
があげられる。

124,932 (10.0%)(△3.3%)1,375,541

4,975

819,577 809,785 806,975 796,277 747,939

△ 1.19 △ 1.54 △ 2.84 △ 8.74

△ 1.19 △ 2.24 △ 3.54 △ 7.04

Ⅳ 法人が必要と認める事項

特になし

　

注２：競争的研究資金又は研究開発独立行政法人の受託研究若しくは共同研究のための民間からの外
部資金又は国からの委託費及び補助金により雇用される任期付職員、運営費交付金により雇用される任
期付研究者のうち、国策上重要な研究課題（第三期科学技術基本計画（Ｈ１８．３．２８閣議決定）におい
て指定されている戦略重点科学技術をいう。）に従事する者及び若手研究者（平成１７年度末において３
７歳以下の研究者をいう。）を削減対象人件費の範囲から除いているため、Ⅲ表の「給与、報酬等支給総
額」と削減対象人件費の金額とが異なることとなる。

注３：注２の任期付研究者及び任期付職員の人件費を総人件費改革に係る削減対象人件費の範囲から
除く前の「給与、報酬等支給総額」（削減対象人件費）は、基準年度（平成１７年度）８２８，３５１千円、平
成１８年度８２３，２２２千円、平成１９年度８３４，４１０千円、及び平成２０年度８３８，５１９千円であった。

注１：「人件費削減率（補正値）」とは、「行政改革の重要方針（平成１７年１２月２４日閣議決定）による人
事院勧告を踏まえた官民の給与格差に基づく給与改定分を除いた削減率である。なお、平成１８年度、
平成１９年度、平成２０年度、平成２１年度の行政職（一）職員の年間平均給与の増減率はそれぞれ０％、
０．７％、０％、△２．４％である。

人件費削減率（補正値）
（％）

給与、報酬等支給総額
（千円）

人件費削減率
（％）


